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研究成果の概要：建物内部の温熱環境、空気環境、光環境やこれらの環境調整に要するエネル

ギー消費等の短時間変化のシミュレーションを可能にするために、平均的な標準年気象データ

として、1 分間隔データの開発とデータの応用性を高める方法を検討した。主に気象庁 1 分気

象観測値データベースの構築、気温、湿度、降水量の 1 分値補間法、波長別日射量の 1 分値推

定法の開発や気候変化の影響を考慮した標準年気象データの試作を行い、今後の標準年気象デ

ータの進展に繋がる成果を得ることができた。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００４年度  

２００５年度  

２００６年度 1,600,000 0 1,600,000 

２００７年度 900,000 0 900,000 

 ２００８年度 900,000 270,000 1,170,000 

総 計 3,400,000 270,000 3,670,000 

 
 
研究分野：工学 
科研費の分科・細目：建築学 建築環境・設備 
キーワード：標準年気象データ,1 分値,補間,波長別日射量,温暖化,将来変化,空調熱負荷 
 
１．研究開始当初の背景 
建物の空調消費エネルギーをはじめ、室内

の熱・空気・光環境や設備システムの挙動を
シミュレートする様々なプログラムが開発
されてきた。また、プログラム実行には、建
物の立地点付近の気象データが必要なため、
平均的な 1年間の毎時気象データとして、全
国 842地点の標準年気象データが整備されて
いる。しかし、これらの標準年気象データは、
全て 1時間間隔のデータであるから、それよ
り短い時間刻みで、詳細にシミュレーション
を実行しようとしても、合理的な計算ができ
ないのが実情である。シミュレーションの目

的によっては、短時間刻みの計算が必須とな
り、既往の毎時標準年気象データだけでは、
十分に目的を達成できない事態が生じてい
る。また、シミュレーション技術の進歩によ
り、細密なシミュレーションに対するユーザ
の要望も増えている。このような事態や要望
に対応するには、様々な時間刻みのシミュレ
ーションに柔軟に応用できる短時間刻みの
標準年気象データを開発する必要がある。 

 
２．研究の目的 
本研究では、詳細な建築環境シミュレーシ

ョンに不可欠な、短時間刻みの標準年気象デ
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ータを開発し、さらに毎分標準年気象データ
の汎用性を高めるために波長別日射量の補
充法や気候変化を考慮した標準年気象デー
タの作成法を検討する。 

 
３．研究の方法 
毎分標準年気象データの開発方法として、

(1)約150地点の気象官署の1分間気象観測値
をデータソースに用いて、平均月を選択して
標準年気象データを開発する方法 
(2)約 840 地点のアメダスの 10 分間気象観測
値をデータソースに用いて、平均月を選択し
て標準年気象データを開発する方法 
(3)約840地点の既往の1時間間隔の標準年気
象データからモデルにより短時間データを
補充する方法 
の 3 つの方法が考えられる。本研究の全体構
想としては、これら 3 つの手法に基づいて、
全国の約 840 地点を対象に、1 分間隔と 10
分間隔の標準年気象データを整備すること
を試みる。 
 
４．研究成果 
(1)気象庁 1 分間気象観測値ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの構築 

1996～2005年における約50の気象官署の
1 分間気象観測データを入手し、標準年気象
データのデータソースとして利用可能なデ
ータフォーマットへ変換して、データベース
化した。 
(2)気温・湿度の 1 分値補充法の検討 

1 時間間隔の気温、湿度を直線補間、スプ
ライン補間、Lagrange 補間して 1 分値を造
成した場合の信頼性を検討した。検討には、
2000 年 1 月 1 日～12 月 31 日の館野高層気
象台における毎分気象観測データを使用し
た。 

1 時間間隔の気温観測値から直線補間、
Lagrange 補間、および 3 次スプライン補間
によって 1 分補間値を算出したところ、補間
値に大差は認められなかった。これらの補間
法による RMSE は 0.33℃程度であった。 
同様に相対湿度の 1時間観測値から直線補

間、Lagrange 補間、および 3 次スプライン
補間によって 1 分補間値を算出したところ、
補間値に大差は認められなかった。これらの
補間法によるRMSEは 1.73％程度であった。 

このように気温、相対湿度の 1 分補間にお
いて、3 つの補間法の差はわずかで、実用上
は簡易な直線補間法により 1分値を造成する
ことが可能であると判断した。ただし、図１
のように急激な天候変化に伴って、気温や湿
度に急激な変化が生じた場合は、何れの補間
法もやや誤差が大きくなる。このような場合、
気温の補間に関しては、アメダスの 10 分観
測値を利用することができるので、10 分観測
値を内挿することにより直線補間の誤差は
改善されるものと考えられる。 

 
図１毎分補間値と観測値の時系列比較例 

（館野高層気象台、2000 年） 
 
(3)1 分間降水量の補充法の開発 

近年、突発的な豪雨の発生頻度が増加傾向
にあり、都市型洪水などの防災対策を検討す
る必要性が増している。また、資源の有効利
用の観点から建築物の中水として、雨水の有
効利用を図ることが求められている。これら
の検討には短時間刻みの降雨データが重要
な情報となるため、既存の降雨観測値から短
時間刻みの降雨データを補充する方法を検
討した。 

1 分間降水量の補充方法としては、データ
ソースの整備状況を考慮して、次の方法を考
えた。まず、気象官署の地点では、1996 年
以降、地上気象観測連続値(1 分値)資料が整
備されている場合がある。その場合は、地上
気象観測連続値(1 分値)資料をデータソース
に用いて 1 分値を補充できる。アメダス地点
においては、1 分値は未整備であるが、1995
年以降、10 分間観測値が整備されている。そ
こで、1995 年以降に関しては、拡張アメダ
ス気象データに 10 分間降水量の観測値を補
充し、この 10 分値に基づいて 1 分間降水量
を推定する方法が考えられる。1994 年以前
に関しては、10 分間降水量が整備されていな
いため、時別降水量に基づいて 10 分間降水
量を推定し、さらに 10 分間降水量の推定値
に基づいて 1分間降水量を推定しなければな
らない。したがって、1 分間降水量を補充す
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るには、時別降水量から 10 分間降水量を推
定する方法と 10 分間降水量から 1 分間降水
量を推定する 2 つの方法が必要になる。 
そこで、当該 1 時間あるいは 10 分間の降

雨回数の出現頻度と、前後の降雨継続時間や
降雨強度との統計的な関係をデータベース
化して、前後の降雨継続時間と降雨強度から
最も出現頻度が高いと予想される降雨回数
を推定する方法を開発した。さらに当該時刻
の積算降水量を降雨回数で除して 1分間降水
量を算定し、平均的な 1 分間降水量を補充す
ることを可能とした。ただし、この方法によ
る 1 分降雨の補充値には、降雨強度がランダ
ムに変化する点が考慮されていないため、今
後の検討課題としたい。 
(4)1 分降水量の欠測補充 
 2006 年の東京を対象として、降水量の欠
測補充処理を行った。欠測状況を確認したと
ころ、400 件の欠測が検出された。1 分降水
量が欠測となっている時間帯について、10
分降水量と時別降水量を確認したところ、正
常な観測値が収録されていることが判明し
た。そこで、10 分降水量と時別降水量に基づ
いて 1 分値の欠測補充を行った。 
(5)1 分間波長別日射量の推定法の検討 

日射量は時間変動の激しい気象要素であ
り、日射の熱・光としての効果を詳細に検討
するには短時間データが必須である。また、
日射の波長選択性のあるガラスや塗料など
の評価には日射の波長特性を考慮しなけれ
ばならない。そこで、毎分の波長別日射量を
標準年データに補充する方法を開発するこ
とで、毎分標準年気象データの応用性を高め
ることを着想した。 

本研究では、毎分標準年気象データの全天
日射量に基づいて、任意の天候状態における
波長別の全天日射量、天空日射量、赤外域日
射量、光合成有効放射量を推定するモデルを
開発し、データの応用範囲を高めることを試
みた。 

波長別全天日射量の推定モデルの構築に
際して、天候状態を表す晴天指数、太陽光の
大気通過距離を表すエアマスさらに、大気中
の水蒸気量を表す可降水量の 3つの指標を波
長別日射量の変動を説明する指標として採
用した。 

波長別全天日射量の推定に関しては、波長
積分全天日射量に対する波長別日射量の比
率を晴天指数、エアマス、可降水量の条件別
に分類し、平均的な比率を数表モデルとして
整理した。それにより、任意の天候状態にお
ける波長積分全天日射量に数表モデルの比
率を乗じることで、波長別日射量を推定可能
とした。 

波長別天空日射量の推定に関しては、波長
別大気外日射に対する地上の波長別天空日
射量の比率を大気外日射の波長積分値に対

する水平面天空日射量の波長積分値の比率
から推定する回帰モデルを構築した。また、
可降水量を用いて、水蒸気による天空日射減
衰を考慮する係数を提案した。モデルの有効
性を検討するために、波長別全天日射量から
日射直散分離モデルを用いて天空成分を算
定する方法との比較を行った。その結果、日
射直散分離モデルは全天日射量に対する天
空日射量の比率を波長によらず一定値とし
て算定するため、水蒸気による日射吸収波長
帯域において日射減衰を十分に再現できず、
計算誤差が大きくなる傾向があった。それに
対して、本モデルでは水蒸気による日射減衰
をよく再現しており、モデルの有効性を確認
することができた。 
本研究で対象とした赤外域日射量とは波

長域が 1.06～3μm の積分値であり、熱的効
果を有する波長成分である。この波長範囲の
赤外域日射量を直接観測できる日射計は存
在しないので、本研究では、水平面全天日射
量から波長別全天日射量(0.35～1.05μm)と
紫外線(UVA,UVB)の観測値を差し引いて、赤
外域日射量を抽出して求めた。さらに、波長
積分された水平面全天日射量に対する赤外
域日射量の比率を晴天指数と可降水量から
推定する重回帰式を作成した。 
(6)標準年気象データの気候変化の影響 

本研究で開発を試みる毎分標準年気象デ
ータは、2000 年代の気象データソースを含
んでおり、国内で最初に開発された標準年気
象データとは、年代が 40 年程度異なる場合
もある。近年の気候変化を考えると、データ
ソースの年代の違いがオフィスビルの室内
環境や空調熱負荷等のシミュレーション結
果に影響を及ぼすことが考えられるため、デ
ータソースの年代の異なる既存の 3種類の標
準年気象データを用いて、気候変化が標準年
気象データやシミュレーション結果に及ぼ
す影響を検討した。その結果、データソース
の年代が新しいほど気温上昇による温暖化
の影響を受けて暖房負荷が減少し、冷房負荷
は増加する傾向が確認された。このことから、
標準年気象データを開発する場合や建築環
境シミュレーションを実施する場合は、現実
に即したシミュレーション結果を得るため
に、出来るだけ最近の気象データを利用する
ことが望ましいと判断した。 
(7)地球温暖化を考慮した将来の標準年気象
データの検討 
研究成果(6)において、標準年気象データ

のデータソースの年代が異なると、温暖化な
どの気候変化の影響で空調熱負荷に相違が
見られることが明らかになった。また、IPCC
によれば、100 年後には地球の平均気温が約
1.8～4.0℃上昇することが予測されており、
今後建設される建築物は、そのライフサイク
ルにおいて、このような気候変化に直面する



 

 

可能性は高い。 
以上を踏まえると、現在における気象デー

タベースの整備を継続することは重要であ
るが、今後は将来の気候変化を考慮に入れた
新たな標準年気象データについてもデータ
整備を進めていく必要があると考えられる。
将来にわたる建築環境シミュレーションを
可能にすることが出来れば、建築分野の環境
対策の検討に大きな波及効果が期待される。
そのため、本研究の毎分データを含めた標準
年気象データの整備に際しては、将来の気候
変化を考慮したデータ整備に着手する必要
性が高いと考えた。 

将来の気候変化を考慮した標準年気象デ
ータの基本的な作成方法として、1981～2000
年の過去の EA 気象データと気象研究所によ
る将来の地球温暖化予測情報を合成するこ
とで、気温、湿度、夜間放射量の将来変化を
考慮に入れた、2030～2050 年と 2081～2100
年に相当する将来気象データを作成する方
法を着想した。このデータ合成法により、全
国 842 地点を対象として、1981～2000 年の
EA 気象データに対する 50 年将来気象データ
(2031～2051 年)と 100 年将来気象データ
(2081～2100 年)を試作し、月平均の気温、絶
対湿度、夜間放射量および雲量の将来変化量
を算出して、その 842 地点の平均値と標準偏
差を調べた。 

月平均気温の 50 年変化と 100 年変化はと
もに上昇傾向が見られた。気温上昇には季節
変化があり、冬季・中間季に大きく、夏季に
小さい。50年変化量の平均は 0.5℃～3.0℃、
100 年変化量の平均は 1.4℃～3.4℃であり、
現在から 50年将来までの気温上昇に対して、
50年将来から100年将来までの気温上昇は小
さいことが分かった。 

月平均絶対湿度の 50 年変化の平均は 0.7
～2.2g/kg’、100 年変化の平均は 0.7～2.0 
g/kg’の上昇が見られ、5～10 月の上昇が大
きく、50 年変化量と 100 年変化量に大差は見
られなかった。 

月平均夜間放射量の将来変化は、湿度と雲
量が上昇傾向にある 5～10 月に減少し、気温
上昇の大きい 12～4月に増加傾向が見られた。 
 以上の将来変化を考慮に入れて試作した
将来気象データを用いて、6都市（札幌、盛
岡、仙台、東京、鹿児島、那覇）を対象にオ
フィスビルの年間空調熱負荷計算を試みた。
その結果、将来における冷房負荷の増加、暖
房負荷の減少、年間空調熱負荷の増加を定量
的に算定することが出来た。50 年将来と 100
年将来の空調熱負荷の変化量を比較すると、
現在から 50 年将来までに生じる変化量が、
50年将来から100年将来までに生じる変化量
よりも大きく、将来気象データの気温上昇の
傾向と一致していた。また、空調熱負荷の増
減には地域差、季節差があり、季節差にも将

来気象データの気温上昇と同様の傾向が確
認された。 
今後の課題として、気温、湿度、夜間放射

量の将来変化のみならず、日射量や風速につ
いても将来変化を考慮したデータを構築し
ていく必要がある。 
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